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責任を免れるのでなければならない。
わが国の実務や学説は，ここで金融機関が顧客に対する責任を免れること
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面（14）や，信用照会制度で情報提供をする場面（15）などでも問題になるが，こ
れらの状況は（脚注で言及する以外は）考察の対象外とする（16）。第３に，本






















































































































































































































































































































































































































































()53  この点については， 森下［2010a］・前掲注⑻71頁，森下［2010b］・前掲注4665頁
も参照。
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理」と表記するときは，アメリカ法でいう agent, agency を指すものとする）（72）。
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